
介護保険制度の見直し に関する 意見（ 概要） ①
（ 令和４ 年 1 2 月 2 0 日 社会保障審議会介護保険部会 ）

１ ． 生活を支える介護サービス等の基盤の整備

○地域の実情に応じた介護サービスの基盤整備
・ 長期的な介護ニーズの見通しや必要な介護職員数を踏まえ計画を
策定。 その際、 既存施設・ 事業所の今後のあり 方も含め検討

○在宅サービスの基盤整備
・ 複数の在宅サービス（ 訪問や通所など） を組み合わせて提供する
複合型サービスの類型の新設を検討

・ 看護小規模多機能型居宅介護のサービスの明確化など、 看護小規
模多機能型居宅介護等の更なる普及方策について検討

○ケアマネジメ ント の質の向上
・ 質の向上･人材確保の観点から第９ 期を通じて包括的な方策を検討
・ 適切なケアマネジメ ント 手法の更なる普及・ 定着
・ ケアプラン情報の利活用を通じた質の向上
・ 質の高い主任ケアマネジャーを養成する環境の整備、 業務効率化
等の取組も含めた働く 環境の改善

○医療・ 介護連携等
・ 医療計画と 介護保険事業（ 支援） 計画と の整合性の確保
・ 地域リ ハビリ テーショ ン支援体制の構築の推進
・ かかり つけ医機能の検討状況を踏まえ、 必要な対応

○施設サービス等の基盤整備
・ 特養における特例入所の運用実態を把握の上、 改めて、 その趣旨
の明確化を図るなど、 地域の実情を踏まえ適切に運用

○住まいと 生活の一体的支援
・ モデル事業の結果等を踏まえ、 住宅分野や福祉分野等の施策と の
連携や役割分担のあり 方も含め引き続き検討

○介護情報利活用の推進
・ 自治体・ 利用者・ 介護事業者・ 医療機関等が、 介護情報等を電子
的に閲覧できる情報基盤を整備するため、 介護情報等の収集・ 提供
等に係る事業を地域支援事業に位置づける方向で、 自治体等の関係
者の意見も十分に踏まえながら検討

○科学的介護の推進
・ LI FEのフィ ード バッ クの改善や収集項目の精査を検討

○全世代対応型の持続可能な社会保障制度の構築に向けて、 質の高い医療・ 介護を効率的に提供するための基盤整備が必要。

○次期計画期間中に2025年を迎えるが、 今後、 85歳以上人口の割合が上昇し、 サービス需要や給付費は増加する一方、 生産年齢人口は急減。
地域ニーズに対応したサービス等基盤の整備や、 人材確保、 保険制度の持続可能性の確保に向けた早急な対応が必要。

○社会環境の変化の中でも 、 高齢者の自己決定に基づき、 必要なサービスを受けられ、 希望する所で安心して生活できる社会を実現する必要。

２ ． 様々な生活上の困難を支え合う 地域共生社会の実現

○総合事業の多様なサービスの在り 方
・ 実施状況・ 効果等について検証を実施
・ 第９ 期を通じて充実化のための包括的な方策を検討。 その際、 地域
の受け皿整備のため、 生活支援体制整備事業を一層促進。 また、 多
様なサービスをケアプラン作成時に適切に選択できる仕組みの検討

○通いの場、 一般介護予防事業
・ 多様な機能を有する場と して発展させるため、 各地域の状況や課題
毎に活用・ 参照しやすいよう 情報提供。 専門職の関与を推進

○認知症施策の推進
・ 認知症施策推進大綱の中間評価を踏まえた施策の推進

○地域包括支援センターの体制整備等
・ 家族介護者支援等の充実に向け、 センターの総合相談支援機能の活
用、 センター以外の各種取組と の連携
・ センターの業務負担軽減のため、
- 介護予防支援の指定対象を居宅介護支援事業所に拡大
- 総合相談支援業務におけるブランチ等の活用推進。 市町村からの
業務の部分委託を可能と する等の見直し
- ３ 職種配置は原則と しつつ、 職員配置の柔軟化

３ ． 保険者機能の強化

○保険者機能強化推進交付金等
・ 評価指標の見直し ・ 縮減と アウト カムに関する指標の充実

○給付適正化・ 地域差分析
・ 給付適正化主要５ 事業の取組の重点化・ 内容の充実・ 見える化

○要介護認定
・ より 多く の保険者が審査の簡素化に取り 組むよう 、 簡素化事例の収
集・ 周知。 今後、 I CTやAIの活用に向けて検討
・ コロナの感染状況を踏まえ、 I CTを活用して認定審査会を実施でき
ると する取扱いについて、 コロナの感染状況を問わず継続

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・ 推進

別紙
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介護保険制度の見直し に関する 意見（ 概要） ②
（ 令和４ 年 1 2 月 2 0 日 社会保障審議会介護保険部会）

２ ． 給付と 負担

（ １ ） 高齢者の負担能力に応じた負担の見直し
○１ 号保険料負担の在り 方
・ 国の定める標準段階の多段階化、高所得者の標準乗率の引上げ、低所得
者の標準乗率の引下げ等について検討を行い、具体的な段階数、 乗率、
公費と保険料多段階化の役割分担等について、次期計画に向けた保険者
の準備期間等を確保するため、早急に結論を得る

○「 現役並み所得」 、 「 一定以上所得」 の判断基準
・ 利用者負担が２ 割と なる 「 一定以上所得」 の判断基準の見直しに
ついて、 後期高齢者医療制度と の関係や介護サービスは長期間利
用されるこ と 等を踏まえつつ、 高齢者が必要なサービスを受けら
れるよ う 、 高齢者の生活実態や生活への影響等も把握しながら検
討を行い、 次期計画に向けて結論を得る

○補足給付に関する給付の在り 方
・ 給付の実態やマイナンバー制度を取り 巻く 状況なども踏まえつつ、
引き続き検討

（ ※） 次期計画に向けて結論を得ると された事項については、 遅く と も来年夏まで

に結論を得るべく 引き続き議論

（ ２ ） 制度間の公平性や均衡等を踏まえた給付内容の見直し
○多床室の室料負担
・ 老健施設及び介護医療院について、在宅との負担の公平性、各施設の機
能や利用実態等を踏まえつつ、介護給付費分科会において介護報酬の設
定等も含めた検討を行い、次期計画に向けて結論を得る

○ケアマネジメ ント に関する給付の在り 方
・ 利用者やケアマネジメント に与える影響、他サービスとの均衡等を踏ま
え包括的に検討し、第10期計画期間の開始までに結論を得る

○軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り 方
・ 現在の総合事業に関する評価・ 分析等を踏まえ包括的に検討し 、
第10期計画期間の開始までに結論を得る

（ ３ ） 被保険者範囲・ 受給者範囲
・ 第２ 号被保険者の対象年齢を引き下げるこ と について、 介護保険
を取り 巻く 状況の変化も踏まえつつ、 引き続き検討

Ⅱ 介護現場の生産性向上の推進、 制度の持続可能性の確保

１ ． 介護人材の確保、 介護現場の生産性向上の推進

（ １ ） 総合的な介護人材確保対策
・ 処遇の改善、 人材育成への支援、 職場環境の改善による離職防止、
介護職の魅力向上、 外国人材の受入れ環境整備など総合的に実施
・ 介護福祉士のキャリ アアッ プや処遇につながる仕組みの検討
・ 外国人介護人材の介護福祉士資格取得支援等の推進

（ ２ ） 生産性の向上により 、 負担が軽減され働きやすい介護現場の実現
○地域における生産性向上の推進体制の整備
・ 生産性向上等につながる取組を行う 介護事業者へ認証を付与する取
組により 、 優良事例を横展開
・ 都道府県主導のもと 、 様々な支援・ 施策を一括して取り 扱い、 適切
な支援につなぐワンスト ッ プ窓口の設置など総合的な事業者支援
・ 地方公共団体の役割を法令上明確化

○施設や在宅におけるテク ノ ロジー（ 介護ロボッ ト ・ I CT等） の活用
・ 相談窓口を通じた体験展示、 研修会、 個別相談対応等の推進
・ 施設における介護ロボッ ト のパッ ケージ導入モデル等の活用推進
・ 在宅におけるテク ノ ロジー活用に当たっての課題等に係る調査研究

○介護現場のタスクシェア・ タスクシフティ ング
・ いわゆる介護助手について、 業務の切り 分け、 制度上の位置付け等
の検討。 人材の確保については、 特定の年齢層に限らず柔軟に対応

○経営の大規模化・ 協働化等
・ 社会福祉連携推進法人の活用促進も含め、 好事例の更なる横展開
・ 「 デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」 も踏まえ、 各
サービスにおける管理者等の常駐等について、 必要な検討

○文書負担の軽減
・ 標準様式や「 電子申請・ 届出システム」 の基本原則化について所要
の法令上の措置を遅滞なく 実施

○財務状況等の見える化
・ 介護サービス事業所の経営情報を詳細に把握・ 分析できるよ う 、 事
業者が都道府県知事に届け出る経営情報について、 厚生労働大臣が
データベースを整備し公表
・ 介護サービス情報公表制度について、 事業者の財務状況を公表。 併
せて、 一人当たり の賃金等についても公表の対象への追加を検討 2


